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は じ め に

本事業enPiTは、文部科学省の支援のもと、平成24年度より開始し、今年度で最終年度の

5年目を迎えました。当初、平成25年度の第1期修了生305名からスタートしたのですが、今

年度は第4期修了生として、目標400名を上回る496名を輩出できる予定で、大きな飛躍を遂

げています。4年間総計では、目標1,225名のところ、実際は1,742名を修了させることができ

ました。また、基幹となる15連携大学以外に、この事業にさまざまな形でご参加いただいてい

る大学は当初の49校から105校へ、またお手伝いいただいている企業は91社から133社へ

と大幅に増えました。これは、ひとえに多くの関係者の皆様のご尽力の成果であるとともに、

enPiTの修了生や関係者が増え、その内容や成果への理解が進んだ結果であると思っており

ます。

このプログラムの教育対象は、主に大学院の修士課程の学生でした。このプログラムに対す

る文部科学省からの支援は平成28年度で終了とはなりますが、平成29年度以降も引き続き

各大学の自主的な活動として、実践的な情報技術教育を大学院生に提供し続けていきます。

今まで培ってきた教育プログラムやノウハウなどは、各大学の通常の教育プログラムの中核と

なり、発展していきます。

一方、平成28年度より開始された、文部科学省の事業「成長分野を支える情報技術人材

の育成拠点の形成（enPiT）」では平成29年度から本格的な教育が開始します。これは、主に

大学の学部3年〜4年を中心とした実践的な情報技術教育プログラムです。今までのenPiT1

の大学院生向けプログラムの知見を活かして、4つの分野「ビッグデータ・AI」、「セキュリティ」、

「組込みシステム」、「ビジネスシステムデザイン」において、最先端の技術を実践的に学ぶと

ともに、コミュニケーション能力やリーダーシップなど社会人基礎力も身に付くよう、PBLを核

とした教育を行います。

この新しいプログラムを我々はenPiT2と称し、より多くの大学に参加を呼びかけ、30を超え

る全国の大学の協力を得ることができました。平成28年度は、その準備や授業などの試行を

しており、平成29年度より、正式にプログラムが開始し、多くの学部生の履修が始まります。

今までのプログラムと同様、このenPiT2に対しても、ぜひ、皆様の温かいご支援とご協力を

いただき、優秀な人材の輩出ができるようになることを切にお願いしたいと存じます。

enPiT代表
大阪大学大学院情報科学研究科　教授

井上　克郎
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第１章

事業の全体概要
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1 . 1 	 本事業の目的

高齢化、エネルギー・環境問題、震災からの復旧・復興などの社

会的課題解決、産業における国際競争力強化や新たな価値、新産

業創出など、我が国が取り組むべき課題は山積している。これらの

課題解決には情報技術の高度な活用が必須のものとなっており、

情報技術を高度に活用して、社会の具体的な課題を解決すること

のできる人材の育成は我が国の極めて重要な課題となっている。

こうした人材を育成するため、平成24年度に「文部科学省 情報

技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業」が開始さ

れた。本事業は、複数の大学と産業界による全国的なネットワーク

情報技術を活用して社会の具体的な課題を解決できる
能力を有する優れた情報技術人材の育成強化

実践教育コア

複数の大学と産業界の連携による情報技術人材育成の全国的推進ネットワーク

産学連携による情報技術人材育成のための総合的推進ネットワーク
全国の学生、大学、ITベンダー企業、ユーザ企業の参加を促進する連絡調整
産学連携による実践的教育実施のためのガイドライン策定
情報技術人材育成の海外調査
産学連携による実践的教育の実施　など

・受講生（大学院修士課程）
・拠点大学・連携大学の学生
・拠点大学・連携大学以外の学生
・実践教育コアが設ける
　一定の基準を満たす学生

産学連携による実践的教育の
全国への普及展開

参加大学
拠点大学（事務局）

連携大学 連携大学

連携大学

ITベンダー企業
ユーザ企業

・高度な技術者やプロダクトマネージャなどが
　助言者・指導者として協力
・企業の実際の課題に基づく、
　実践的教育のテーマの提供

教員が実践教育コアに参加し、
学生を指導。実践教育コアに
おける取り組みを所属先の
大学においても展開

全国の学生

●産学連携により企業の実際の課題に基づく
　少人数のチームでの課題解決型学習などの
　実践的教育を実施
●夏期休暇期間などを利用した集中実習
●リモート分散実習　など

を形成し、実際の課題に基づく課題解決型学習などの実践的な教

育を実施・普及することを目的とした公募型事業である。公募の結

果、「分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク」（申請

代表校：大阪大学）が採択された。

図表1.1.1	 事業の全体イメージ
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1 . 2 	 分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク

分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク（Education 

Network for Practical Information Technologies、略称enPiT：エ

ンピット）では、クラウドコンピューティング、セキュリティ、組込み

システム、ビジネスアプリケーションの4分野を対象として、各分野

の知識領域を幅広く教育するために、それぞれの分野に専門領域

を有する全国の15連携大学の教員や企業の技術者を結集したプ

ログラムとなっている（図表1.2.1）。

enPiTでは、各分野ともに図表1.2.2にあるような教育プログラム

のフレームワークに基づいて実践的教育を行う。

1 基礎知識学習
短期集中合宿や分散PBLを実施するうえで必要となる基礎知

識を学ぶ。各分野の連携大学および参加大学の講義や開発深知

（https://devshinchi.jp/）などで公開されている教材などを利用

できる。

2 短期集中合宿
各分野技術に関する講義や演習（基礎知識以外に必要となる

項目、最先端技術など）、PBLに向けた準備などを行い、約2週間程

度の集中教育を受ける。

筑波大学九州大学

九州工業大学

大阪大学

東京工業大学

東京大学

東北大学

参加大学
教員・学生

参加大学

参加大学

参加大学

参加大学
教員・学生公的機関

連携企業

参加大学
学術団体

学術団体

北陸先端科学技術大学院大学

名古屋大学

情報セキュリティ大学院大学

慶應義塾大学

神戸大学

奈良先端科学技術大学院大学

産業技術大学院大学

公立はこだて未来大学

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

発　表　会

修　了

基礎知識学習
短期集中合宿
受講のための事前準備

短期集中合宿
各分野の講義
PBL
分散PBLに向けた準備　など

分散PBL
連携大学・参加大学の学生が
分散環境でPBLを実施

図表1.2.1	 分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク

図表1.2.2	 教育プログラムのフレームワーク
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3 分散PBL
分野ごとに分散環境下でのPBLを実施し、終了後は成果発表会

を開催する。

本事業は複数の大学と産業界による全国的なネットワークを形

成し、実践的な教育を普及させることが目的であるため、分野を

越えた普及展開の取り組みが極めて重要である。これまでに15連

携大学間での「共同事業契約書」の締結、運営委員会や幹事会に

クラウドコンピューティング、セキュリティ、組込みシステム、ビ

ジネスアプリケーションの各分野における取り組み概要をまとめ

る。

クラウドコンピューティング分野

本分野は、いわゆるビッグデータの分析手法、新しいビジネス

分野の創出といった社会の具体的な課題を、クラウド技術を活用

し解決できる人材の育成を目指し、大阪大学、東京大学、東京工

業大学、神戸大学、九州工業大学の5大学が連携して教育を実施

する。クラウド技術の基礎知識を習得した学生を対象として、短期

集中合宿（東日本と西日本でそれぞれ実施）、分散PBLを通じて、

複数人でチームを組み、情報システムをクラウド上で実装し、さら

よる連携大学間の緊密な情報共有、5つの作業部会の運営、広報

や産学連携の推進活動を実施してきた。

その結果、平成25年度では合計64の大学と91の企業・団体によ

る産学連携の人材育成ネットワークとなっていたものが、平成26

年度には合計96大学と107の企業・団体に、平成27年度には合計

111の大学と125の企業・団体に、平成28年度には合計120大学と

133の企業・団体によるネットワークを形成するに至っている。

1 . 3 	 各分野の概要

人材・知見
協働ネットワーク

クラウドコンピューティング分野

セキュリティ分野

組込みシステム分野

ビジネスアプリケーション分野

連携企業

参加大学

学術団体

教員

学生

公的機関

図表1.3.1	 分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク

に、モバイル対応、負荷分散・スケーリング、大規模データ解析など

を行うことで、クラウド技術の導入によって可能となる問題解決方

法や効果について、プロジェクトを通して体感することを目的とす

る。

セキュリティ分野

幅広い産業分野において求められている「実践的なセキュリ

ティ技術を習得した人材（実践セキュリティ人材）の育成」を目指

す。

本取り組みでは、5つの連携大学が協力して開講する実践セ

キュリティ人材の育成コース（SecCap）によって、幅広いセキュリ

ティ分野の最新技術や知識を具体的に体験を通して習得すること
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1 . 4 	 目標人材像・達成目標

分野ごとの目標人材像・達成目標は次の通りである。

分野 クラウドコンピューティング分野 セキュリティ分野 組込みシステム分野 ビジネスアプリケーション分野

目標人材像

クラウド技術を理解し、必要なスキ
ルと知識について他者と議論し、実
際のクラウド環境を用いて大規模
な処理や効率の良い処理（負荷分
散や分散処理など）を提供するアプ
リケーション・情報システムを開発
できる人材。

社会・経済活動の根幹に関わる情
報資産および情報流通のセキュリ
ティ対策を、技術面・管理面で牽引
できる実践リーダー。

組込みシステム開発技術を活用し
て産業界の具体的な課題を解決
し、付加価値の高いサイバーフィジ
カルシステム（CPS）の構築による効
率の良い社会システムを実現し、エ
ネルギーや環境問題など現在の日
本が抱える重要課題に対応できる
人材。

進化を続ける先端情報技術や情報
インフラを有機的に活用し、潜在的
なビジネスニーズや社会ニーズに
対する実践的問題解決ができる人
材。

達成目標
各年度の
目標育成

学生数

平成25年度：50名
平成26年度：70名
平成27年度：80名
平成28年度：100名

平成25年度：60名
平成26年度：80名
平成27年度：90名
平成28年度：100名

平成25年度：40名
平成26年度：60名
平成27年度：80名
平成28年度：100名

平成25年度：60名
平成26年度：70名
平成27年度：85名
平成28年度：100名

図表1.4.1	 分野ごとの目標人材像・達成目標

ができる。暗号をベースとする情報セキュリティ技術、Webサーバ

のセキュリティ技術、ネットワークセキュリティ技術などの技術面

から、法制度やリスク管理などの社会科学的な知識までをカバー

する。受講生は、技術系、理論系、社会科学系の講義や実践演習・

PBLから、それぞれが目指すキャリアパスに沿った割合で、主体

的・自主的に調合した学習プログラムを作って受講することがで

きる。

人材育成を進めるだけでなく、その育成ノウハウを、全国の大

学（参加大学）に広める活動を進める。これにより、実践セキュリ

ティ人材育成の枠組み自体を作り上げることができ、実践セキュリ

ティ人材育成のすそ野を広げ、我が国全体が必要とする人材の育

成体制を作り上げることができる。

組込みシステム分野

本分野では、「組込みシステム開発技術を活用して産業界の具

体的な課題を解決し、付加価値の高いサイバーフィジカルシステ

ム（CPS）を構築できる人材」を育成することを目標としている。連

携大学にとどまらず、広く全国から参加大学を募り、九州大学の連

合型PBL（Project Based Learning）と新しい産学連携教育手法で

ある名古屋大学のOJL（On the Job Learning）の2タイプを実施す

る。両タイプとも問題発見能力を身に付ける「基本コース」と、管理

技術とその運用方法まで踏み込んだ高度な問題解決能力を身に

付ける「発展コース」を設ける。受講生の指導教員に分散PBLの実

施ノウハウを修得してもらい、平成29年度以降も各大学で継続し

て実施できる体制にする。

ビジネスアプリケーション分野

本分野では、筑波大学、産業技術大学院大学、公立はこだて未

来大学の3大学が連携し、各種の先端情報技術を有機的に活用

し、社会情報基盤の中核となるビジネスアプリケーション分野の

実践的問題解決ができる人材を育成する。事前の基礎知識学習

科目の履修により、ビジネスアプリケーション分野に関わる情報

技術を概観し、各種先端技術を活用した問題解決ができるための

基礎知識を修得し、短期集中合宿により、演習とPBLを実施するこ

とで、基礎知識とスキルを実践可能なレベルに向上させる。さら

に、チームプロジェクトによる分散PBLにより、ユーザ企業や地域

連携からの実践的な課題を行うことで、顧客を意識した問題解決

能力、マネジメント能力を養成する。
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1 . 5 	 カリキュラム概要

■ クラウドコンピューティング分野

基礎知識として、クラウドを利用したクラウド上で動作するアプ

リケーション開発を行うための、プロジェクト管理手法、ファシリ

テーションスキル、開発プロセス、クラウド環境利用技術を学ぶ。

引き続き、チームでのアプリケーション開発PBLの実施、モバイル

対応、負荷分散・スケーリング、大規模データ解析などの応用技術

の学習とそれらを応用したアプリケーション開発PBLを行う。

■ セキュリティ分野

実践セキュリティ人材育成に向けて、共通に必要な基礎知識学

習、幅広いセキュリティ分野の最新技術や知識を具体的に体験を

通して習得できる実践演習、および応用力を高める学習からなる

カリキュラムである。技術面では、暗号をベースとする情報セキュ

リティ技術、Webサーバのセキュリティ技術、ネットワークセキュ

リティ技術から、法制度やリスク管理などの社会科学的な知識ま

でをカバーする。実践演習では、ハードウェアを対象としたもの、

システムやソフトウェアを対象としたもの、企業組織のリスク管理

を対象としたものなど、バラエティに富んだ演習コースが用意さ

れる。受講生は、技術系、理論系、社会科学系の講義や実践演習・

PBLから、それぞれが目指すキャリアパスに沿った割合で、主体

的・自主的に調合した学習プログラムを作って受講することがで

きる。

 

■ 組込みシステム分野

主に修士1年を対象とした基本コースと修士1・2年を対象とし

た発展コースを設ける。

（1）	基礎知識学習は、組込みシステム基礎、ソフトウェア工学、およ

び各大学で必要とされる科目で構成する。

（2）	短期集中合宿は、分散PBLのキックオフ合宿という位置付け

で、スプリングスクールあるいはサマースクールを行う。

（3）	分散PBLは、九州大学の連合型PBLと名古屋大学のOJLのいず

れかを選択する。

■ ビジネスアプリケーション分野

ビジネスアプリケーション分野に関わる情報技術を概観し、各

種先端技術を活用した問題解決ができるために、基礎知識を修

得するための事前の基礎知識学習、基礎知識学習で修得した項

目に関する演習を実施することで、受講生個人の基礎項目に関す

るスキルを実践可能なレベルに向上させる短期集中合宿、基礎

知識学習、短期集中合宿で得た基盤技術を基に、PBLプロジェクト

を実施する分散PBLで構成される。
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1 . 6 	 教育体制

図表1.6.1	 各分野における教育実施体制（クラウドコンピューティング分野）

平成28年度の時点において、15の連携大学に加え、のべ105大

学が参加し、133の企業・団体が助言・指導・テーマ提供などの立

場で協力し、合計120大学と133の企業・団体による産学連携の人

材育成ネットワークとなっている。各分野の体制（平成29年2月現

在）を図表1.6.1〜4にまとめる。

■連携大学（5大学）

大阪大学

東京大学

東京工業大学

神戸大学

九州工業大学

■参加大学（19大学）

お茶の水女子大学

京都産業大学

近畿大学

九州産業大学

慶應義塾大学

甲南大学※

香川大学

高知工科大学

早稲田大学

大阪工業大学

長崎県立大学

電気通信大学

東海大学

東京電機大学

奈良先端科学技術大学院大学

兵庫県立大学

明治大学

立命館大学

和歌山大学

■参加教員数

104名

■連携企業（41社・団体）

Emotion Intelligence株式会社

TIS株式会社※

エキサイト株式会社

グーグル株式会社

ヤフー株式会社

レッドハット株式会社

楽天株式会社

株式会社IDCフロンティア

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

株式会社 SEプラス

株式会社ヴァル研究所

株式会社 エヌ・ティ・ティ・データ・ユニバーシティ

株式会社オージス総研

株式会社コネクトドット

株式会社サイバーエージェント

株式会社シマンテック

株式会社　ジュントス

株式会社セールスフォース・ドットコム　

株式会社ソニックガーデン

株式会社ディー・エヌ・エー※

株式会社ハウインターナショナル

株式会社ピコラボ

株式会社フォーマルテック

株式会社リコー

株式会社 四季の自然舎

株式会社 日立インフォメーションアカデミー

株式会社日立システムズ

株式会社日立ソリューションズ

株式会社 日立製作所

株式会社不満買取センター※

株式会社野村総合研究所

三井住友信託銀行株式会社

三菱電機株式会社

新日鉄住金ソリューションズ株式会社

西日本電信電話株式会社

国立情報学研究所

日本アイ・ビー・エム株式会社※

日本オラクル株式会社

日本マイクロソフト株式会社

富士フイルムICTソリューションズ株式会社※

富士通関西中部ネットテック株式会社

※は平成28年度からの新規参加
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■連携大学（5大学）

情報セキュリティ大学院大学

東北大学

北陸先端科学技術大学院大学

奈良先端科学技術大学院大学

慶應義塾大学

■参加大学（20大学・3校）

東京大学

京都大学

大阪大学

中央大学

津田塾大学

東京電機大学

早稲田大学

金沢工業大学

九州産業大学

宮城大学

東北学院大学

東北工業大学

お茶の水女子大学

福井大学

九州工業大学

佐賀大学

大分大学

秋田県立大学

東北福祉大学

岡山大学※

【高等専門学校など】

仙台高等専門学校

石川工業高等専門学校

情報科学専門学校

■参加教員数

72名

■連携企業（17社・団体）

株式会社インテック

SCSK株式会社※

エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会社

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

株式会社サイバー・ソリューションズ

国立研究開発法人産業技術総合研究所

一般社団法人 JPCERTコーディネーションセンター

特定非営利活動法人 情報セキュリティ研究所※

国立研究開発法人 情報通信研究機構 

デロイト トーマツ リスクサービス株式会社

トレンドマイクロ株式会社

日本アイ・ビー・エム株式会社

日本電気株式会社

日本電信電話株式会社

ネットワンシステムズ株式会社

株式会社日立ソリューションズ東日本

ヤフー株式会社※

※は平成28年度からの新規参加図表1.6.2	 各分野における教育実施体制（セキュリティ分野）
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■連携大学（2大学）

九州大学

名古屋大学

■参加大学（38大学）

岩手大学

大分大学※

大阪大学

鹿児島大学※

関西学院大学

京都大学

熊本大学※

静岡大学

中部大学

東京工業大学

南山大学

福山大学

宮崎大学

早稲田大学

愛知県立大学

愛知工業大学

岡山県立大学

関東学院大学

岐阜大学

九州工業大学

九州産業大学

群馬大学

広島市立大学

芝浦工業大学

信州大学

中京大学

東海大学

東京電機大学

東京都市大学

同志社大学

徳島大学

福井工業大学

兵庫県立大学

北九州市立大学

名城大学

立命館大学

日本大学

和歌山大学

■参加教員数

87名

■連携企業（45社・団体）

APTJ株式会社※

Manycolors株式会社

SCSK株式会社

アイシン・コムクルーズ株式会社

アイシン精機株式会社

イーソル株式会社

オークマ株式会社

オムロン オートモーティブエレクトロニクス株式会社

スズキ株式会社

ツイスト・ドライブ・テクノロジーズ株式会社

東海ソフト株式会社

トヨタ自動車株式会社

パナソニック アドバンストテクノロジー株式会社

パナソニック株式会社

マツダ株式会社

ヤマハ発動機株式会社

ルネサス エレクトロニクス株式会社

ルネサス システムデザイン株式会社※

学校法人赤山学園　九州技術教育専門学校

株式会社AISIC

株式会社NTTデータMSE

株式会社OTSL

Uhuru Technical Rockstars

株式会社アイユート

株式会社 アフレル

株式会社ヴィッツ

株式会社サニー技研

株式会社ジェイテクト

株式会社チェンジビジョン

株式会社デンソー

株式会社豊田自動織機

株式会社 ロジック・リサーチ

株式会社永和システムマネジメント

株式会社東海理化電機製作所

株式会社 東芝

株式会社東陽テクニカ

株式会社豊通エレクトロニクス

株式会社豊田中央研究所

京セラ株式会社

独立行政法人情報処理推進機構

日本電気通信システム株式会社

菱電商事株式会社

富士ソフト株式会社

富士通テン株式会社

矢崎総業株式会社

図表1.6.3	 各分野における教育実施体制（組込みシステム分野） ※は平成28年度からの新規参加
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■連携大学（3大学）

筑波大学

産業技術大学院大学

公立はこだて未来大学

■参加大学（28大学）

お茶の水女子大学

愛媛大学

茨城大学

宇都宮大学

岡山県立大学

会津大学

岩手県立大学※

岩手大学

宮崎大学※

京都産業大学

九州工業大学※

群馬大学

広島大学

埼玉大学

山口大学

室蘭工業大学

千葉大学

早稲田大学※

拓殖大学

津田塾大学

東京理科大学

同志社大学

徳島大学

日本工業大学

富山大学

名古屋工業大学

琉球大学

和歌山大学

■参加教員数

84名

■連携企業（30社・団体）

YassLab※

ニフティ株式会社

楽天株式会社

株式会社ハイマックス

株式会社ABEJA

株式会社IDCフロンティア

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

株式会社エーピーコミュニケーションズ

株式会社エキサイト※

株式会社エスイーシー

株式会社オンザロード※

株式会社サムシングプレシャス

株式会社ジースタイラス

株式会社ジャパンテクニカルソフトウェア

株式会社セールスフォース・ドットコム

株式会社ホンダ・リサーチ・インスティチュート・ジャパン

株式会社日立製作所

株式会社富士通ミッションクリティカルビジネスグループ

常磐システムエンジニアリング株式会社

新日鉄住金ソリューションズ株式会社

東京海上日動火災保険株式会社

特定非営利活動法人 CeFIL

日鉄日立システムエンジニアリング株式会社

日本マイクロソフト株式会社

日本ユニシス株式会社

日本電気株式会社

日立アイ・エヌ・エス・ソフトウェア株式会社

函館蔦屋書店株式会社

富士ゼロックス株式会社

富士通株式会社

図表1.6.4	 各分野における教育実施体制（ビジネスアプリケーション分野） ※は平成28年度からの新規参加
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図表1.7.1	 KGI・KPIの関係

1 . 7 	 教育実績

当初の事業計画では、実践的な課題解決力を持ったIT人材の

育成と実践教育の普及を大きな事業目標として、次の2つの目標

を立て活動を開始した。

●●修士1年を主な対象として、最終年度には各分野100名（合計

400名）を育成する。

●●最終年度に、理工系情報学科・専攻協議会会員大学の半数をカ

バーする。

これらを重要目標達成指標（KGI）として設定し、それを実現する

ためのプロセス指標として、次の指標を重要業績評価指標（KPI）と

して計測・管理を進めてきた。

●●連携企業数

教材の共同開発など企業の知見を活かすために参加している

企業の数

●●FD参加教員数

教員の能力向上活動（Faculty Development）に参加する教員

数

●●参加教員数

enPiT活動に参加している教員数

●●参加大学数

連携大学の実施する実践教育科目に学生を参加させている大

学または教材の開発やFD活動に参加している大学の数

●●ハイブリッド人材数

非情報系研究科からの受講生数（平成27年度より融合型人材

の育成を考慮して加味された指標）

●●コンピテンシー評価（実践力評価）

●●授業評価アンケート

図表1.7.1は、これらの指標とその指標を設定した意図との関係

を示している。

コンピテンシー評価
（実践力評価など）

連携企業数

PBL授業評価
アンケート

ハイブリッド人材数
融合型人材の
育成も視野に
入っているのか

何人
育成できたのか

日本のどれだけの
情報系大学に
普及しているのか

実践的な
課題解決力を
持った

IT人材の育成と
実践教育の普及

実践的な
スキルが

身に付いたのか

FD参加者数

参加教員数

参加大学数

KPI
（重要業績評価指標）

KGI
（重要目標達成指標）enPiT事業目標

実践的IT教育が
広がっているか

修了生数

理工系情報学科・
専攻協議会
普及率
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平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 全期合計

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績

クラウド
コンピューティング分野 50 (10) 105 (28) 70 (16) 141 (51) 80 (20) 98 (46) 100 (30) 93 (37) 300 (76) 437 (162)

セキュリティ分野 60 (0) 65 (10) 80 (20) 84 (17) 90 (30) 113 (42) 100 (40) 129 (43) 330 (90) 391 (112)

組込みシステム分野 40 (30) 65 (43) 60 (50) 114 (70) 80 (70) 135 (92) 100 (90) 144 (113) 280 (240) 458 (318)

ビジネス
アプリケーション分野 60 (10) 70 (14) 70 (20) 122 (54) 85 (25) 134 (58) 100 (30) 130 (57) 315 (85) 456 (183)

合計 210 (50) 305 (95) 280 (106) 461 (192) 335 (145) 480 (238) 400 (190) 496 (250) 1225 (491) 1742 (775)

※平成28年度は、平成27年3月1日時点の実績　※（）内は参加大学修了生数　※社会人は、参加大学修了生数として算入　※その他（学部、高等専門学校などの修了者数）は算入せず

コンピテンシー評価や授業評価アンケートのような定性的な評

価指標については、後述し、本節では定量的な指標に絞って、年度

ごとの推移をまとめる。KGIの一つである修了生数について、各年

度の目標と実績の推移を図表1.7.2にまとめる。当初の目標を上回

り、実践力を持った人材の育成が進展している状況が見てとれる。

次に、理工系情報学科・専攻協議会会員大学内のカバー率につ

図表1.7.2	 各年度の修了生数の目標と実績の推移

図表1.7.3	 理工系情報学科・専攻協議会会員大学内のカバー率

600

400

200

その他（学部・
高等専門学校など）

社会人

参加大学

連携大学

実績事業目標実績事業目標実績事業目標実績事業目標
平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度

0

50

160

94

210

47
1

106

174

176

46

269

145

190

224

54

242

190

210

241

73

246

16
14 9

20

40

60

平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度
0

36

45

57
64

67

いては、①協議会会員大学の中でenPiTに参画している大学数（重

複を除く）、②協議会非会員でenPiTに参画している大学数、③協

議会会員大学数（重複を除く）を求め、以下の計算でカバー率を求

めている。

カバー率　＝　（ ① ＋ ② ）／（ ③ ＋ ② ）

図表1.7.3に示す通り、平成26年度より、目標の半数をカバーす

（単位：%）
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修了生数 内ハイブリッド
人材数 その他 参加大学数 連携企業数 FD参加

教員数 参加教員数
合計 連携大学 参加大学 社会人

平成25年度 105 77 28 0 1 11 27 29 73

平成26年度 141 90 49 2 5 2 19 36 39 105

平成27年度 98 52 41 5 1 1 18 39 54 101

平成28年度 93 56 33 4 6 10 19 41 82 104

修了生数 内ハイブリッド
人材数 その他 参加大学数 連携企業数 FD参加

教員数 参加教員数
合計 連携大学 参加大学 社会人

平成25年度 65 55 10 0 0 4 9 9 63

平成26年度 84 67 17 0 11 0 12 10 17 72

平成27年度 113 71 42 0 7 0 19 14 25 70

平成28年度 129 86 43 0 14 1 20 17 42 72

修了生数 内ハイブリッド
人材数 その他 参加大学数 連携企業数 FD参加

教員数 参加教員数
合計 連携大学 参加大学 社会人

平成25年度 65 22 43 0 45 27 32 53 63

平成26年度 114 44 70 0 8 43 31 38 49 75

平成27年度 135 43 92 0 14 51 35 43 63 82

平成28年度 144 31 113 0 22 62 38 45 65 87

修了生数 内ハイブリッド
人材数 その他 参加大学数 連携企業数 FD参加

教員数 参加教員数
合計 連携大学 参加大学 社会人

平成25年度 70 56 13 1 1 7 23 43 43

平成26年度 122 68 40 14 7 1 19 23 60 67

平成27年度 134 76 49 9 2 2 24 29 73 83

平成28年度 130 73 52 5 3 0 28 30 94 84

図表1.7.5	 クラウドコンピューティング分野の活動指標の推移

図表1.7.6	 セキュリティ分野の活動指標の推移

図表1.7.7	 組込みシステム分野の活動指標の推移

図表1.7.8	 ビジネスアプリケーション分野の活動指標の推移

図表1.7.4	 参加大学と連携企業の推移

150

100

50

連携企業数

参加大学数

平成28年度実績平成27年度実績平成26年度実績平成25年度実績
0

49

91
81

107
96

125

105

133

るに至っている。

次に、年度ごとの参加大学数、連携企業数の増加の様子を図表

1.7.4にまとめる。着実に参加大学数、連携企業数が増加し、ネット

ワークの拡大状況が見てとれる。

図表1.7.5〜8に、各分野ごとの活動指標の推移をまとめている

が、年度ごとに活動が拡大している状況が確認できる。

※その他は学部、高等専門学校などの修了者数

※その他は学部、高等専門学校などの修了者数

※その他は学部、高等専門学校などの修了者数

※その他は学部、高等専門学校などの修了者数
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本節では、各分野における教員養成・FD活動について、その概

要を記す。これらの活動に加え、FDWG幹事校である東京大学を

中心とし、enPiT全体、分野、各連携大学において教員養成・FD活

動を実施している（第3章参照）。

■ クラウドコンピューティング分野

参加大学教員や企業の非常勤教員と連携し、クラウドコン

ピューティングの基礎から応用にわたる教材や演習課題・PBL課

題の開発、改善を行った。また、分野で33件の公開講義を設定し、

それぞれの講義を見学することにより、各トピックスや実践教育の

ノウハウ・教育方法を学んだ。さらに、補助期間終了後の円滑な継

続のために、予習用ビデオ教材・e-learning教材の開発を進めた。

次に、各連携大学における特徴的な取り組みを述べる。東京大

学では、グループ開発PBLの助言役（メンター）として教員と連携

企業担当者を組み合わせて配置し、学生に加え教員も開発現場

における意思決定基準およびプロセスを学ぶ機会を提供した。東

京工業大学では、昨年に引き続き平成28年8月21日から2週間、教

員2名がNEC Telecom Software Philippines,Inc.に派遣され、受講

生4名とともに同社で行っている開発研修の一部へ参加し、国際

コミュニケーションを含めて、現地リサーチからアプリ実装までの

指導法を学んでいる。次年度より開始予定のenPiT2のPBL担当予

定教員も含めて、チームビルディングとコミュニケーションに関す

る講義と打ち合わせを行っている。大阪大学／神戸大学では、FD

ワークショップや講義の実施を通じた連携大学・参加大学教員と

の意見交換などを5回実施し（のべ21名が参加）、実践教育に関す

るノウハウや教育手法の共有および講義内容の改善・評価を行っ

た。また大阪大学では大学全体のFD講習会において、enPiTを中

心とした実践教育のセミナーを開催した。九州工業大学ではクラ

ウド教育ノウハウの蓄積および事業期間終了後もPBL演習を継続

できるよう教材のパッケージ化（ビデオ教材・反転教育ツールの

整備、演習用教材の整備・統合）を行った。

■ セキュリティ分野

セキュリティ分野では今年度も継続して講義や演習による理解

度向上の程度と受講生から見た難易度を把握するため、各講義

や演習でアンケートを実施し、講師へのフィードバックを行うな

ど、講義・演習の改善を図った。また、各連携大学の演習に、連携

大学・参加大学および参加大学候補校などの教員が参加し、演習

の進め方や学生の指導についての情報共有を行った。

セキュリティ分野では連携大学・参加大学間で相互に教員養成

活動を行い、ある大学で開講した演習を他の大学でも実施でき

るようにするエクスポート（移転）活動を今年度も進めた。慶應義

塾大学では、今年度、新たに「セキュリティPBL演習G（システム侵

入・解析演習）」を同大学および九州産業大学で開講し、また、「セ

キュリティPBL演習A（無線LANセキュリティ演習）」および「セキュ

リティPBL演習B（システム攻撃・防御演習）」を東北大学でも実施

した。「セキュリティPBL演習A、B、G」は、ともに、奈良先端科学技

術大学院大学が開講している演習を、慶應義塾大学にエクスポー

ト（移転）したものであり、「セキュリティPBL演習A、B」は平成26年

度より慶應義塾大学で開講、平成27年度には慶應義塾大学にて

遠隔でも実施可能な演習システムに改良し、九州産業大学でも実

施している。今年度は「セキュリティPBL演習A、G」の2つの演習を、

奈良先端科学技術大学院大学、慶應義塾大学、九州産業大学で同

時開講し、「セキュリティPBL演習B」については奈良先端科学技術

大学院大学、慶應義塾大学、九州産業大学、東北大学で同時開講

し、成果報告会には九州産業大学の教員以外に九州工業大学、佐

賀大学、大分大学、青山学院大学、東北学院大学の教員も各会場

から参加し、講義、演習実施方法や成果について理解を深め、情

報共有を行った。また今年度からの試みとして、「セキュリティPBL

演習G」について教員およびTAの事前演習を慶應義塾大学、九州

産業大学を遠隔会議システムで接続し演習実施方法や学生の指

導について情報共有を行った。

■ 組込みシステム分野

九州大学のPEARL基本コースでは、連携大学間で教育コンテン

ツ・カリキュラムを共有して実施するために講師を派遣して、他大

学の教員を育成した。また、企業からの講師派遣をスムーズに行

うことを可能にするため、教育コンテンツ・カリキュラムを企業内

教育に提供し、企業における実務経験者に対してenPiTの紹介と

講師人材の育成を兼ねて実施した。具体的には、LED-Camp4の

運営に協力し、参加大学の教員4名だけでなく社会人19名への教

育を実施し、企業とのPBLにおける連携を強化するためのFDとし

て実施した。また、連携大学間で教材を共有し教員間のFDを実施

するために、名古屋大学のサマーキャンプに教材を提供し教員1

名が参加した。

名古屋大学のOJLでは、学生指導で使用する週報のフォーマッ

トや、ガントチャートやプロセスフロー図のツールを、教員間で共

有してOJLでの指導品質を保つようにした。OJLで学生指導を行う

名古屋大学のPM（Project Manager）は、参加大学の教員と共同で

学生を指導しており、相互にOJLの指導方法を研鑽している。さら

に、成果発表会において、OJLに参加する教員が一堂に会し、相互

に指導方法を学びあった。

■ ビジネスアプリケーション分野

ビジネスアプリケーション分野での主なFD活動として、連携大

学が中心となって実施した2回のFD合宿について報告する。

平成28年6月に、産業技術大学院大学が中心となり、FD合宿 in 

びわ湖2016をenPiT FDWG主催で開催した。参加教員としては各

分野から合計15名の参加を得た。オープン・スペース・テクノロ

ジーによる活発な議論を通してPBL教授法についての研鑽を深め

た。前年度までのPBL教育における悩みや問題点をとりあげ、さま

ざまな議論を実施した。また、情報交換会における教員同士の本
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1 . 9 	 普及展開活動

音での意見交換により、日頃のPBLで感じている疑問や悩みごと

などについても率直に意見交換する場となった。

平成28年12月に、筑波大学が中心となり、FD合宿2016 in 沖縄

をenPiT1およびenPiT2ビジネスシステムデザイン分野FDWG主

催で開催した。参加教員としては各分野から合計23名の参加を得

た。第1回の合宿に引き続き、オープン・スペース・テクノロジーに

よる活発な議論を通してPBL教授法についての研鑽を深めた。今

本事業では、取り組みの紹介や教育研究成果の発表など、普及

展開活動を積極的に実施した。その主なものを次にまとめる。な

お、ここに列挙したもの以外にも、多数の外部発表（受賞発表もあ

り）やセミナー発表を実施している。

事業全体の紹介

井上克郎, "情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形

成事業について", NII-IPA合同フォーラム, 2012年11月.

楠本真二, "大学で行われている高度IT人材育成教育", 情報処理

学会第75回全国大会, 2013年3月.

井上克郎, "実践的情報教育協働ネットワークenPiTの取組み", 日

本学術会議公開シンポジウム「ICTを生かした社会デザインと人

材育成(実践編)」, 2013年11月.

井上克郎, "分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク

enPiTの第1期生の教育を終えて", 平成26年度(2014)理工系情報

学科・専攻協議会 総会・研究会, 2014年7月.

井上克郎, "分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク

enPiTの現状と今後", 平成27年度(2015)理工系情報学科・専攻協

議会 総会・研究会, 2015年7月.

春名修介他, "enPiTの取り組み概要", JUAS Future Aspect 2016 

Autumn, 2016年9月.

井上克郎, "分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク

enPiTの狙いと現状", FIT2015 第14回情報科学技術フォーラム：イ

ベント企画：地方における実践的人材育成, 2015年9月.

井上克郎, "第1期enPiTのまとめと第2期enPiTの紹介", IPA 第4回 

高度IT人材育成産学連絡会, 2016年11月.

井上克郎, "enPiTの現状と今後の展望", コンピュータソフトウェア, 

2017年2月.

年度のPBL教育における悩みや問題点をとりあげ、さまざまな議

論を実施した。また、情報交換会における教員同士のライトニング

トークなどを通じて、日頃のPBLで感じている疑問や悩みごとなど

についても率直に意見交換する場となった。

■ クラウドコンピューティング分野

Hiroshi Igaki ,  Naoki Fukuyasu,  Sachio Saiki ,  Shinsuke 

Matsumoto, and Shinji Kusumoto, "Quantitative assessment 

with using ticket driven development for teaching scrum 

framework", ICSE2014, June.2014.

楠本真二, "分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク

enPiTの概要", 日本ソフトウェア科学会第30回大会, 2013年9月.

小林隆志, 権藤克彦, 佐伯元司, 首藤一幸, 田中康, 西崎真也, 森本

千佳子, 米崎直樹, 渡部卓雄, "Cloud bauhaus:東京工業大学にお

ける実践的IT人材育成の試み", 日本ソフトウェア科学会第30回大

会, 2013年9月.

中村匡秀, 井垣宏, 佐伯幸郎, 柗本真佑, 楠本真二, 上原邦昭, 井上

克郎, "Cloud Spiralの取り組み", 日本ソフトウェア科学会第30回大

会, 2013年9月.

井垣宏,"アジャイルソフトウェア開発教育のためのチケットシステ

ムを用いたプロジェクト定量評価手法", 実践的IT教育研究シンポ

ジウム, 2015年1月.

毛利幸雄, "PBLに役立つファシリテーションスキル授業の開発と

実施結果", 実践的IT教育研究シンポジウム, 2015年1月.

森本千佳子, "東工大のPBLの取り組みと大学院におけるPBL教育

の課題", PMI日本支部 教育委員会, 2015年5月.

Chikako Morimoto, "A Study for Structure of Communication 

Skill - The Difference Between IT Students and Non-IT Students 

–", ICEPS2015, August.2015.

佐伯幸郎, 柗本真佑, 井垣宏, 福安直樹, 水谷泰治, 中村匡秀, "ソフ

トウェア開発PBLにおけるAWS in Education助成プログラムの活

用", 日本ソフトウェア科学会第32回大会, 2015年9月.

森本千佳子, "東京工業大学におけるイノベーション指向形PBLの

取り組み", PMI日本フォーラム アカデミックトラック, 2016年7月.
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■ セキュリティ分野

「サイバー対策 大学発」(朝日新聞：2015年12月26日朝刊).

Yuichi Hayashi, "Development of Human Resources in 

Hardware Security through Practical Information Technology 

Education Program", IEEE EMCS 2014, 2014.

Atsuhiro Goto, "Cyber-Security Education and IPSJ Information 

Processing Society of Japan", KIISE (the Korean Institute of 

Information Scientists and Engineers), 2015.

Masato Yamanouchi, Kozue Nojiri, Hideki Sunahara , "A remote 

security exercise system for beginners considering scalability 

and simplicity", ACDT2016, Jan. 2016.

砂原秀樹, "我が国のサイバーセキュリティ研究と人材育成", 日本

学術会議公開シンポジウム「サイバーセキュリティと実践人材育

成」

猪俣敦夫, "「サイバーセキュリティ入門-私たちを取り巻く光と闇-」

"(共立出版 2016年2月発売).

内閣官房 サイバーセキュリティ戦略本部情報セキュリティ政策

会議“新・情報セキュリティ人材育成プログラム(2014/5/19)”にて, 

enPiT-Securityの活動が紹介された.

http://www.nisc.go.jp/active/kihon/pdf/jinzai2014.pdf.

内閣官房 サイバーセキュリティ戦略本部 普及啓発・人材育成専

門調査会

第5回会合(2017年2月7日, 内閣府)

委員　後藤厚宏(情報セキュリティ大学院大学)

人材育成に関する今後の課題と産学官連携について発表・議論

を行った.

情報セキュリティ社会推進協議会 産学官人材育成WG(第1回)

(2015年12月7日, 内閣府)

以下のセキュリティ分野参加教員が出席し、enPiT-Securityの取り

組みの紹介および人材育成に関する議論を行った。

田中英彦、後藤厚宏(情報セキュリティ大学院大学)

曽根秀昭(東北大学)

篠田陽一(北陸先端科学技術大学院大学)

猪俣敦夫(奈良先端科学技術大学院大学)

■ 組込みシステム分野

「九州大学実践的ICT教育シンポジウム」(日刊電波新聞：2015年3

月19日).

「ロボコンレポート：ESS2016ロボットチャレンジ」(ROBOCON 

Magazine 2017年1月号).

鵜林尚靖，福田晃，"組込みシステム分野", コンピュータソフトウェ

ア, 2017年2月.

舘伸幸，吉田則裕，山本雅基，海上智昭，松原豊，本田晋也，高田広

章, "名古屋大学におけるenPiT事業のこれまでとこれから", 情報

処理学会研究報告, 2016年11月.

福田晃, "enPiT組込みシステム分野九州大学事業の紹介", 

AXIES2015大学ICT推進協議会, 2015年12月.

高田広章, "enPiT組込みシステム分野　名古屋大学事業の紹介", 

AXIES2015大学ICT推進協議会, 2015年12月.

福田 晃, "分野を超えたものづくりと教育 －組込みシステム開発

教育のためのロボットチャレンジ－", 2．"大学における実践的教

育へのチャレンジ －開かれた教育への挑戦－", 情報処理, 2015

年1月.

松原豊, 安藤友樹, 吉田則裕, 舘伸幸, 高嶋博之, 山本雅基, 本田

晋也, 高田広章, "enPiT-Emb名古屋大学事業", "OJL(On the Job 

Learning)を中心とした実践的産学連携教育", 組込みシステムシ

ンポジウム2014.

久住憲嗣, 細合晋太郎, 渡辺晴美, 元木誠, 小倉信彦, 三輪昌史,  孔

維強, 築添明, 鵜林尚靖, 福田晃, "コンテストチャレンジ型組込み

システム開発PBLカリキュラムの開発", 日本ソフトウェア科学会第

30回大会, 2013年9月.

高田広章, 「基調講演 実践的組込みシステム技術者の育成に向

けて〜大学側からの問題提起〜」, 組込みシステムシンポジウム

2013.

ESS(一般社団法人情報処理学会)におけるenPiT組込みセッション

の設置や研究発表(2012年〜).

非特定営利活動法人 CeFIL連携企業からの講師人材派遣や受講

生のCeFIL連携企業へのインターンシップ派遣協力(2012年〜).

ETロボコン(組込みシステム技術協会)に参画(2014年〜).
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■ ビジネスアプリケーション分野

「公立はこだて未来大学 ビジネスサービスデザイン実践」(北海道

新聞，朝日新聞: 2013年8月).

「公立はこだて未来大学の短期集中合宿」(函館新聞:2014年8月).

「筑波大学の開発プロダクト　コロコロプラグ」(マイナビ Web 

Designing:2015年7月号).

「enPiT筑波大学の活動紹介」(ラジオつくば:2015年12月).

「enPiT筑波大ワークショップ」 (常陽新聞:2015年12月).

「Qcon Tokyo 2015」に産業技術大学院大学がブース出展(2015

年4月).

第8回情報システム教育コンテスト(ISECON2015)優秀賞受

賞 木塚あゆみ,伊藤恵,岡本誠,安井重哉,大場みち子, "ユーザ

中心のアプリケーション開発を学ぶ実践的教育カリキュラム", 

(ISECON2015,2016年3月).

産業技術大学院大学「すべてのビジネスにはエンジニアが必要

だ：IT教育プログラム「enPiT」, 3年目の学び」(Wired.jp:2016年3月

〜5月).

産業技術大学院大学の夏季集中合宿に内閣府内閣官房まち・ひ

と・しごと創生本部事務局やチームラボ株式会社の担当者が来訪

し、新しいAPIの紹介やenPiT受講生と交流(2016年9月).

東京ビッグサイト開催の「ビジネスフロンティア・フェア」に産業技

術大学院大学がブース出展し、enPiTパネル展示(2016年10月～

11月).
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enPiTは、平成24年度より事業を開始し、本年度で5年目を終え

る。初年度は準備期間としたため、本年度の修了生は第4期生と

なっている。本年度で文部科学省からの支援は終了し、来年度以

降は、補助金なしで、各大学の自主的な経費で運営を継続する予

定である。

「クラウドコンピューティング」、「セキュリティ」、「組込みシステ

ム」、「ビジネスアプリケーション」の各分野においては、新しい講

義や斬新なPBLを開発・実施し、受講生に対する教育を強力に推

進するとともに、積極的に教育法の普及活動を行ってきた。また、

分野間を越える活動を活発に行い、教育ネットワーク形成を実現

した。たとえばFD活動においては、さまざまな機会を利用して、連

携大学で開講されている多くの実践的な教育の現場を開放し、そ

の方法を教員に対して伝える努力を行ってきており、この活動に

参加する人数も増加した。また、教育資産の共有を目指して4分野

を横断する講義やカリキュラム関係資料の整備を行い、蓄積を増

やすことができた。さらに広報活動を積極的に行い、受講生獲得

やenPiTのブランド向上につなげることができた。特に、女子学生

を情報分野へ勧誘する活動を積極的に行い、この分野のすそ野

の拡大に寄与している。また、受講生を定量的に評価するために

PROGテストを導入し、enPiTが受講生の実践力を有意に向上させ

ていることを証明することができた。

このような活発な活動を5年間にわたって行った結果、目標を

上回る受講生や参加大学数を得ることができた。そして各種のア

ンケート結果では、enPiTの活動は、受講生や企業、大学などから

高い評価を得ていることがわかった。また、受講生は高い情報技

術の知識、経験を持つとともに、社会人として必須なコミュニケー

ション力やリーダーシップ力を獲得することができた。その結果、

文部科学省の中間評価や行政事業レビューでも高い評価を得る

ことができた。

本事業が計画以上に推進し、大きな成果をおさめることができ

たのは、各大学の教職員の皆様の尽力によるものが非常に大き

い。特に若手の特任教員は授業担当、WG活動など、多くの活動の

中心となって、積極的に広報し、授業、演習、 PBLの設計を行って、

実際にそれらを主導して学生を牽引していった。学生もそれらの

教育に手応えを感じており、アンケートなどでは、満足度が非常に

高い。また、企業や外部団体の方々からは、非常勤講師や演習課

題の指導、発表会でのコメント、さらに本事業全体への助言など、

多岐にわたり非常に多くのご支援を引き続きいただいている。こ

のような支援は、本事業を継続的、効果的に進めるためには不可

欠であったと思われる。改めてこれらenPiTに関係していただいた

皆様、そして文部科学省の方々に深く感謝する。

次年度以降は、文部科学省からの直接の支援はなくなり、各大

学の自主的な財源で活動を継続していく予定である。規模的な縮

小は避けられないと思われるが、できるだけ影響が小さくなるよ

う努力していきたい。また、学部生を対象としたenPiT2が起ち上が

り、それと協力して、効率的に運用を行い、大学院生への実践的な

情報技術教育を継続していく予定である。

1 . 1 0 	 本事業の全体総括


